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研究開発 における研究費 と研究人材の役割

慶應義塾大学 佐野陽子

1.日 本 の研究開発

 日本の研究開発活動がどのような水準にあるの

か。国際的な比較により概略を探 ってみよう。通

貨単位や国の規模の違 いを相殺するため，「国内

総生産に占める研究費の比率」と 「人口千人当た

りの研究者数」を指標として取 り上げよう。正確

に比較するのは難 しいが，っぎの留意点を指摘 し

ておく。

 第1に ，研究費を自然科学について別掲できる

のは日本だけなので，国際比較の際の研究費は人

文 ・社会科学を含む研究費である。第2に ，国内

総生産(GDP)が 得 られない国があるが，その場合

は国民総生産(GNP)を 用いた。両者 の差 は一一般

にそれほど大 きくない。第3に ，調査時点は利用

可能な最新の年を取 ったが，国によりまちまちで

ある。第4は ，研究者の中には研究補助者や技能

者は含まれていない。第5に ，研究費の中には国

防研究費が含まれているか ら，国によっては国防

用が多いところがある。

一 研 究 費 と研 究 者 数 の25ヶ 国 比 較一

 表1は ， 日本 を含 む25ヶ 国 の比 較 を した もの

で あ る。「GDP」 ま た は 「GNP」 に 占 め る研 究 費 の

比 率 は，最 大 が ス ウ ェ ー デ ンの3.35%で あ るが ，

表1 25ヶ 国の研究費お よび研究者数(人 文 ・社会科学 を含む)
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資料出所：科学技術庁科学技術政策局編 『科学技術要覧』1995年
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次 い で 日本 は2.94%で あ る。研 究 費 総 額 で は，米

国(1993年 ，17.9兆 円)に 次 いで ， 日本(1993

年 ，13.7兆 円)は 第2位 で あ り，GDP比 で も第2

位 で あ る。GDP比 の第3位 は ドイ ッで あ り，続 い

て ス イ ス と ア メ リカが 第4位 とい うよ うに ，先 進

工 業 国 が 高 い。 低 い方 は， タ イ， イ ン ドネ シ ア，

中 国 の よ う な途 上 国 が 多 いが ， ロ シ アや ス ペ イ ン

も1%に 満 た な い。

 研 究 者 数 が も っ と も多 い の は米 国 を抜 いて ロ シ

アで あ る。 そ して 日本 は第3位 ， 次 いで 中 国 が 第

4位 で あ る。 しか しこれ を人 口千 人 当 た りの人 数

にす る と， 第1位 が ロ シア の6.6人 ， 第2位 が 日

本 の5.0人 ， 第3位 が米 国 の3.8人 とな り， ロ シ

アを 除 くと 日本 が 突 出 して 多 い こ とが わ か る。 少

い方 で は， イ ン ド， 中 国 ， トル コ， ス ペ イ ンな ど

で あ る。 ドイ ッ， フ ラ ンス， イ ギ リスが2人 台 で

あ るが ， 台 湾 の2.3人 や 韓 国 の2.0人 は注 目 に値

いす る。

 研 究 費 と研 究 者 の 両 方 の観 点 か らす る と， これ

ら25ヶ 国 中 ， 日本 と ス ウ ェ ー デ ンと米 国 が群 を

抜 いて い る こ とが わ か る。

 また ， 日本 の場 合 は研 究 費 の うち の 自然 科 学 分

が 分 か る。1993年 にお いて ， 研 究 費 総 額13.7兆

円 の う ち 自然 科 学 分 は12.5兆 円 で あ るか ら， 割

合 は91%で あ る。1970年 にお いて は88%で

あ った か ら， 約9割 は 自然 科 学 と見 て い い だ ろ

う。 研 究 者 の 中 の 自然 科 学 者 の 割 合 は，1994年

にお いて87%で あ った。

 しか しこ の よ う な 「研 究 費 のGDP比 」 な ど に

つ いて ， 日本 が トップ水 準 に達 した の は こ の数 年

で あ り，1970年 ま で は米 国， イギ リス， フ ラ ン

ス， ドイ ッ の5ヶ 国 中 比 較 して 最 下 位 で あ っ た。

そ の後 伸 び が 大 き く，1990年 に これ ら4ヶ 国 を

遙 か に上 廻 る に至 っ た。

2.研 究費 の特徴

 日本 の 研 究 費 総 額 は， 伸 び が 著 しか った もの

の ，1990年 以 降 ， 僅 か に減 少 した 。 しか しこ れ

も， ア メ リカの 変 動 に比 べ れ ば ご く僅 か で あ る。

以 下 ， 自 然 科 学 分 に つ い て 調 べ よ う。 研 究 費 の

ピ ー ク は1992年 の12.9兆 円 で あ り，1993年 は
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12.5兆 円 と ほぼ横 這 い とな った。

一 政 府 負 担 が 少 い一

 日本 の研 究 費 の第1の 特 徴 は，政 府 負 担 分 が 少

い こ とで あ る。1992年 お よ び1993年 に お い て，

政 府 負 担 は 日本 が21.6%で あ るの に対 して ， 米

国42.3%， ドイ ツ36.6%， フ ラ ンス45.3%， イ ギ

リス35.4%で あ る。 これ は1つ に は， 国 防 用 の

研 究 が 多 い国 で は高 くな って い るか らだ。 国 防 用

を除 くと， 日本 の20.8%は ほ とん ど変 わ らな い

が ， 米 国22.9%， ド イ ツ33.8%， フ ラ ン ス

33.6%， イ ギ リス21.6%と 低 下 す る。

 しか しなが ら政 府 負 担 分 の比 率 は， こ れ ら主 要

5ヶ 国 で は過 去20年 間 に わ た って ゆ る や か に低

下 して い る。 と くに国 防 費 を除 くと， 各 国 が近 接

しさ らに低 下 の傾 向 が 顯 著 と な る。 例 え ば 日本 の

場 合 ，1975年 に30%で あ った の が1993年 に

20%に な っ た。 ア メ リ カ の 場 合 は1975年 に

32%で あ っ た のが ，1993年 に は23%に な る と

い う具 合 で あ る。

 日本 の研 究 費 総 額 の8割 は民 間 で あ り， そ の大

部 分 は会 社 等 の産 業 界 が 負 担 して い る。 も ち ろ

ん ， 産 業 か ら政 府 や大 学 へ 流 れ る資 金 もあ る が，

98%(1993年 度)は 産 業 界 で使 わ れ る。 この会 社

の業 種 は，製 造 業 が95%， 建 設 業 が4%と な って

い る。 た だ し， 不 況 下 に お い て減 少 す る の も会 社

の研 究 費 で あ り，1991年 を ピ ー ク と して い るが ，

政 府 や大 学 ・研 究 機 関 の研 究 費 は増 え続 け て い る

か らこ れが 下 支 え と な って い る。

一 会 社 の研 究 費 一

 会 社 等 の研 究 費 は， ほ と ん ど が製 造 業 で発 生 し

て い る。 産 業 中 分 類 別 で は，1993年 の 場 合 ， 「電

気 機 械 工 業 」33%， 「化 学 工 業 」17%， 「輸 送 用 機

械 工 業 」14%で 全 体 の3分 の2を 使 って い る。

総 じて1991年 ま で 伸 び て お り，92，93年 で 下

が って は い る もの の，93年 は91年 の7%減 程 度

で あ る。 小 分 類 で シ ェア の大 きい の は， 「通 信 電

子 ・電 気 計 測 器 工 業 」23%， 「自動 車 工 業 」12%，

「電 気 機 械 器 具 工 業 」11%で あ る。

 売 上 高 に 占 め る研 究 費 の比 率 は， 全 産 業 の平 均

で1991年2.81%，1992年2.83%，1993年
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資料 出所 科 学 技 術 庁 編 『科 学 技 術 白書 』1995

    年.

    科学 技術 庁科 学技 術政策 局編 『科 学技

    術要覧』1995年.

図1 研 究費(自 然 科学 のみ)の 会 社等 研究費 の

   対売上 高比 率 と研究費(研 究実 施機 関計)

   の対国内総生産比率

2.76%で あ りほ ぼ横 這 い とな って い る。産 業 小 分

類 で， この研 究 費 の売 上 高 比 率 が も っ と も高 い の

は(1993年)， 「医 薬 品 工 業 」8.23%で あ り， 次 い

で 「通 信 電 子 ・電 気 計 測器 工 業 」6.16%， 「電 気 機

械 器 具 工 業 」5.81%で あ る。 製 造 業 の中 で も っと

も低 い の は，「石 油 石 炭 製 品 」0.65%で あ り，次 い

で 「出 版 印 刷 」0.81%， 「パ ル プ ・紙 工 業 」0 .88%

で あ る。

 過 去10年 間 に お い て，研 究 費(自 然 科 学 のみ)

の対 売 上 高 比 は，図1に あ るよ うに，1985-86年

に伸 びが 大 き く， そ の他 は じわ じわ と上 昇 して い

る。1993年 に僅 か に落 ちて い るが ， こ の10年 間

で2%か ら3%近 くま で1%近 くも上 昇 して い

る こ とは注 目に値 い す る。 ち な み に 国全 体 の マ ク

ロの国 内総：生 産 に対 す る研 究 費 支 出 の比 率 は
， こ

の期 間2.28%か ら2.68%へ の上 昇 だ か ら， そ の

規 模 の 大 き さ を考 え れ ば， いか に大 幅 な増 加 か が

わ か る。

 日本 の 研 究 費(自 然 科 学 の み)の 性 格 の特 徴 は，

「基 礎 研 究 」 の 割 合 が 小 さ い こ とで あ る。1993年

に お い て，「基 礎 研 究 」の 割 合14.3%， 「応 用 研 究 」

24.1%， 「開発 研 究 」61 .6%で あ る。時系 列 で さか

上 って っ て も若 干 の変 動 は あ る が， 長 期 的 な変 化

は見 られ な い。例 え ば1983年 にお いて は，「基 礎

研 究 」14.0%， 「応 用 研 究 」25.4%， 「開発 研 究 」

千 人

900

800

700

600

500

400

300

200

100

 0

△
ー

研
究
関
係
従
事
者
数
-聡___一 一.一 一___亅 鑿↓

  19808182838485868788899091929394年

 資料出所 ：科学 技術庁科学技術政策局編 『科学技

     術要 覧』1995年.

 図2 研究関係従事 者数の推移(自 然科学のみ)

60.6%で あ っ た。 この10年 の 間 に， 研 究 費総 額

は約2倍 にな った が ， そ の性 格 は驚 くほ ど変 わ っ

て い な い。 こ の 「基 礎 研 究 」 の割 合 は 当然 の こと

なが ら， 大 学 にお け る比 率 が 高 く， 会 社 に お け る

比 率 は低 い。 研 究 費総 額 の う ち， 会 社 等 の 「開 発

研 究 費 」の比 率 は52.5%に 達 す るか ら，日本 の 民

間部 門 に お け る 「開発 研 究 」 が い か に重 要 な役 割

を演 じて い る か が わ か る。

3.研 究開発人材の特徴

 研究開係従事者は，研究者，研究補助者，技能

者， 研究事務関係者から成 っている。1994年 に

おいて，研究開係従事者に占める研究者の割合は

66%で あった。

 研究関係従事者数 の1980-1994年 の過去15

年間の推移が，図2に 示されている。1980年 の

52万 人から，1994年 の85万 人まで， 増加の一

途を辿 っている。ただ しその内訳を見ると，研究

の直接従事者である 「研究者」数 は30万 人から

56万 人へ増加 しているのに対 して，研究の間接

従事者 はあまり増加 していない。 くわ しく見 る

と，「研究補助者」の割合は14%か ら11%へ ，

「技能者」 は17%か ら12%へ ，「研究事務従事

者」は11%か ら10%へ と低下 している。一方，

「研究者」が研究従事者総数 に占める割合 は，

58%か ら66%へ 上昇 しているのが大 きな変化で

ある。近年の日本の研究開発人材の動 きは，人数

が増加 し続けていることと，とくに研究に直接た



ず さわ る者 が 増 え て い る こ とが特 徴 で あ る。

一 研 究 者 の 所属 機 関一

 研 究 者 の 所属 を 「会 社 」 ・ 「研 究 機 関 」 ・ 「大

学 」 に分 け る と， 「会 社 」 の 割 合 が 多 い 。1994年

に お い て，「会社 」66%， 「研 究 機 関 」7%， 「大 学 」

27%で あ る。1980年 に は 「会 社 」57%， 「研 究 機

関 」10%， 「大 学 」33%で あ った。さ らに1970年

に は， 「会社 」55%， 「研 究 機 関 」13%， 「大 学 」

32%で あ った。 各 機 関 の研 究 者 数 は それ ぞ れ 増

え て い るが ， と くに1980年 以 降 ， 「会 社 」 の研 究

者 が 増加 し， そ の 比 率 を増 した。 研 究 費 支 出 に お

い て も， 人 材 にお いて も， 民 間 の役 割 が いか に高

ま った か が わ か る。

 「会 社 」 の研 究 者 は， 資 本 金100億 円以 上 の大

企 業 に集 中 し，産 業 は研 究 費 と同様 ，「化 学 」，「電

気 機 械 」， 「輸 送 用機 械 」 に集 中 して い る。 研 究 者

の専 門 はそ れ ゆ え ， 工 学 が 圧 倒 的 に多 く， 次 いで

理 学 が 多 い 。 研 究 者 数 が 従 業 者 数 に 占 め る比 率

は， 「化 学 工 業 」10%(1970年3%)， 「通 信 ・電

子 ・電 気 計 測 器 工 業 」12%(1970年3%)と 伸 び

が 大 き い。

 「研 究 機 関 」(公 営 ・国営 ・民 営)の 研 究 者 数 は，

1984-94年 の10年 間 で1.24倍 で あ り， 会 社 の

研 究 者 数 の伸 び1.64倍 に は及 ば な い が， 増 加 を

示 して い る。 「研 究 機 関 」 の 中 で は， 「公 営 」 お よ

び 「国 営 」 の 研 究 者 数 が 横 這 いで あ る の に， 「民

営 」 の 研 究 者 数 が 急 増 して い る。1984年 に は

5，000人 強 で あ っ た のが ，1994年 に は 「国 営 」 を

抜 いて1万2千 人 に増 え て い る。

 「大 学 」 の研 究 者 数 は， 「研 究 機 関 」 の伸 び よ り

大 き く， この10年 間 に1.33倍 とな って い る。 な

か で も 「国 立 大 学 」 の 伸 びが 大 き く，6万 人 か ら

8.5万 人 とな って い る。次 い で 「私 立 大 学 」は4万

人 か ら5.6万 人 で あ り，「公立 大 学 」は僅 か に増 え

て1万 人 と な った 。1994年 で 国 ・公 ・私 立 別 の

研 究 者 数 は，「国 立 大 学 」56%， 「公 立 大 学 」7%，

「私 立 大 学 」37%で あ る。

 また ，研 究 者 の種 類 で は， 「教 員 」59%， 「医 局

員 」等20%， 「大 学 院 博 士 課 程 在 籍 者 」21%の 割

合 で あ る。
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4.研 究成果(ア ウ トプ ッ ト)の 特徴

 研究開発のためにどれほどの資源をインプット

したかは，支出金額等を推計することによって把

握することができる。 しか し，そのアウ トプット

となると，適切な量的測定は容易でない。ここで

は情報が利用可能である4つ の側面を検討す る。

1っ は， ノーベル賞などの賞の授与であり，2っ

目は特許件数，3つ 目は論文の引用頻度，4っ 目

は技術貿易である。

一 ノ ー ベ ル賞
， フ ィー ル ズ賞一

 ノ ー ベ ル賞 の う ち こ こで は， 物 理 学 ， 化 学 ， 生

理 学 ， 医 学 の 自然 科 学 の分 を カ ウ ン トす る。 ノ ー

ベ ル賞 は1901年 か ら始 ま った が， 日本 の研 究 開

発 ブ ー ム に対 応 させ る た め に，1970年 代 ，80年

代 ，91-94年 の3っ の期 間 に お け る 日本 の受 賞 状

況 を調 べ よ う。1971-80年 で は， 総 数67件 の う

ち 日本 は1件 で あ る。1981-90年 で は， 総 数64

件 の うち 日本 は2件 で あ る。1991-94年 で は，総

数19件 の う ち 日本 は ゼ ロで あ る。 参 考 ま で に

1946-94年 の約50年 間 を見 る と，総 数284件 の

うち 日本 は5件 で あ るか ら1.8%と な る。1981-

94年 の13年 間 で は2.4%で あ る。

 フ ィ ー ル ズ 賞 は，1936年 か ら94年 を 合 計 し

て ， 総 数3千 件 の う ち 日 本 は3件 で あ る か ら

8.8%と 成 績 が良 い。 しか し 日本 の場 合 ， 理 論 物

理 学 や 数 学 の分 野 に偏 っ て い る の が特 徴 で あ る。

 ち な み に受 賞 の もっ と も多 い国 は ア メ リカ で あ

り，1946-94年 の ノー ベ ル賞 は，53%が ア メ リカ

人 が 受 賞 した。1936-94年 の フ ィー ル ズ賞 は そ れ

を下 廻 り，38%が ア メ リカへ 行 った 。 そ の他 に比

較 的 多 い国 は， ノ ー ベ ル賞 で は イ ギ リス， 次 い で

ドイ ツで あ る。 しか し フ ィー ル ズ賞 は ドイ ッが2

位 で あ り，3位 が イ ギ リス， 旧 ソ連 ， 日本 は そ れ

ぞれ3件 で あ る。

一特許一

 研究開発の成果の1つ として，特許出願 ・登録

がある。近年，主要国では押 しなべて件数が増加

しているが，日本はその中で も群を抜いている。
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表2 特許出願件数のうち日本人の占める割合
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%

資料出所：科学技術庁科学技術政策局編 『科学技

    術要覧』1995年 100頁

    科学技術庁編 『科学技術白書』1995年
    203頁

特許出願件数 は1992年 において，日本 は38万

件，米国18万 件， ドイツ11万 件，イギ リス10

万件，フランス8万 件である。さらにまた，1975

年から92年 までの伸びを比較すると，日本 は2

倍強であるのに対 して米国が1.8倍 であり，他の

国々はさらに低い伸びである。

 日本の場合，とくに近年の特許出願が増加 して

いる。 これは，研究開発活動が盛んであることを

示すものだが， 日本の特徴 として，出願から登録

までにかかる時間が長いことと，特許を得ても実

用に至 らない場合が多いことを指摘せねばならな

い。

 さらにまた特許は，外国人の出願 も含むか ら，

どこの国の者がどこの国へ出願するかをフォロー

する必要がある。いま，主要国別 に日本人の特許

出願件数のシェアを比べてみよう。表2は 主要国

の特許出願件数に占める日本人の割合を，1980

年と1992年 において比較 したものである。 日本

の場合，日本人の特許 出願 の急増を反映 して，

1980年 の87%か ら92年 の91%へ 上昇 してい

る。米国等の9ヶ 国においても，日本人の割合は

ほとん ど上昇 しているが，韓国では32%か ら

17%へ 急減 している。 日本人の出願はこの期間

増えてはいるから，韓国人か他の外国人の出願が

それを上廻るほど増えているはずだ。日本人の割

合の上昇が著 しいのは米国で，12%か ら22%へ

増加 している。これは，日本とアメリカの密接な

関係を示すものだろう。

(%)
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丶

、 ” 卩、 一 一 一 一 一 一 噛_
__'丶.
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注)1.1973～1980年 と1981～1992年 で は 典

   拠 した デ ー タ ベ ー ス の収 録 範 囲 が 異 な る た

   め 注 意 を 要 す るが ， 全 体 の 傾 向 を 見 る た め，

   同 一 グ ラ フ と した 。

  2.ド イ ッ は1980年 まで は西 ドイ ッの み の 値

   で あ る。

資 料 ：1973～1980年 は科 学 技 術 政 策 研 究 所 「体

   系 科 学 技 術 指 標 」(平 成3年9月)，1981～

   1992年 は同 「科 学 技 術 指 標 」(平 成6年 版)

   よ り科 学 技 術 庁 作 成

引 用 ：1973～1980年 はComputer Horizons，

  Inc.”Science & Engineering Indicators

  Literature Data Base” ，1989

    1981～1992年 は The Institute for

  Scientific Information， ”Science Citation

  Index Database”

出典 ：科 学 技 術 庁 編 『科 学 技 術 白書 』1995年 ，41

  -2頁.

図3-1 主 要 国 の 論 文 発 表 件 数 の シ ェ アの 推 移

一 論 文 の発 表 と引 用一

 研 究 開 発 活 動 の 成 果 の1つ と して ，主 要 な科 学

論 文 誌 に発 表 され る論 文 数 を取 り上 げ る こ とが 多

い。 これ は， 応 用 よ り基 礎 研 究 の成 果 を示 す の に

使 う。 そ して， 全 世 界 の論 文 数 に 占 あ る 日本 の論

文 数 の割 合 を見 る こ とに よ り， 国 際 的 な研 究 開 発

の レベ ル ア ップ に対 す る 日本 の貢 献 を推 し測 る こ

とが で き よ う。

 発 表 論 文 数 に つ い て ，1991年 の各 国 の シ ェ ア

を比 較 す る と，米 国35.1%が 突 出 して お り，他 の

主 要 国 は近 接 して 日本8.5%， イ ギ リス7 .5%， 旧

ソ連6.7%， ドイ ツ6.8%， フ ラ ンス4 .8%， カ ナ

ダ4.2%と な っ て お り， そ の 他 の 国 は 合 計 で

26.4%を 占 め るに す ぎな い 。

 図3-1は ，1973年 か ら1992年 の20年 間 に お

け る この シ ェ アの 推 移 を 示 した もの で あ る。 ア メ
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  拠 し た デ ー タ ベ ー ス の 収 録 範 囲 が 異 な るた

   め 注意 を要 す るが， 全体 の 傾 向 を 見 るた め ，

  同一 グ ラ フ と した。

  2.ド イ ッ は1980年 まで は西 ドイ ッの み の 値

  で あ る。

資 料 ：1973～1980年 は科 学 技 術 政 策 研 究 所 「体

  系科 学 技 術 指標 」(平 成3年9月)，1981～

   1992年 は同 「科 学 技術 指 標 」(平 成6年 版)

   よ り科 学 技 術 庁 作成

引 用 ： 1973～1980年 は Computer Horizons，

  Inc.”Science & Engineering Indicators

  Literature Data Base” ，1989

   1981～1992年 は The Institute for

  Scientific Information， ”Science Citation

  Index Database”

出 典 ：科 学技 術 庁 編 『科学 技 術 白書 』1995年 ，41

  -2頁.
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図3-2 主要国 の論文被引用件数 の シェアの推移

リカが30%台 後半を推移 していることを別にす

れば，他の主要国はそれぞれ10%に も満たない。

それらの特徴をいえば，日本とドイッが伸びてお

り，旧ソ連とイギ リスは低下気味である。とくに

日本の場合，1973年 の6%程 度から1992年 で

9%近 くまで上昇 していることは注 目に値いす

る。日本はとくに，工学，化学，物理学の分野で

健闘 している。

 論文の質の方は，1つ にはどの くらいひんぱん

に引用されるかという 「被引用回数」で評価する

ことができる。世界の主要科学研究誌における被

引用回数のシェアは，図3-2に あるように，1973

年か ら1992年 にかけて日本はじわじわと増加 し

ている。 しか しそのシェアは，論文の発表数の

シェアにはおよばない。1992年 ，発表数は世界2

位 にもかかわ らず被引用件数 は世界4位 である。
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ア メ リカ が こ こで も群 を抜 い て お り，50%を 越 え

る シ ェア の 水 準 で推 移 して い る。

 ア メ リカ の 特 徴 は， 論 文 発 表 件 数 の シ ェ ア が

1991年 で35%で あ るの に対 して ，被 引 用 件 数 の

シ ェ アが50%を 越 え て い る こ とだ。 っ ま りひん

ぱ ん に 引 用 され る論 文 が 多 い こ と にな る。 図3-1

と図3-2を 比 較 す る と， イギ リス もそ の よ うな 傾

向 が あ る が ， と く に 引 用 の 少 い の が 旧 ソ連 で あ

る。 日本 は被 引 用 シ ェ ア が 少 な か った が ，1992

年 で は，米 国， イ ギ リス， ドイ ッ に次 い で第4位

とな って い る。

 発 表 件 数 シ ェ ア に対 す る被 引 用 件 数 シ ェ アの 比

率 を 算 出 し， 世 界 平 的 を100と す る と，1992年

にお い て 米 国140， イギ リス130， ドイ ッ105，

フ ラ ンス95， 日本80， 旧 ソ連30く らい で あ る。

(科 学 技 術 庁 編 『科 学 技 術 白書 』1995年 ，43頁 。)

こ こで 日本 の 場 合 ， 被 引用 件 数 の シ ェア は世 界4

位 で あ るの に，論 文 件 数 あ た りにす る と世 界5位

に落 ち る。 日本 は研 究 費 と研 究 者 の 規 模 で は ア メ

リカ に次 ぐ第2の 研 究 開発 大 国 で あ るが ，論 文 の

面 で は質 量 共 に ア メ リカ に は るか に遅 れ て い る こ

とが わ か る。

一技術貿易一

 さいごに研究開発活動の成果の1つ として，技

術貿易を取 り上げよう。技術貿易とは，特許 ・実

用新案 ・ノウハウなどを企業が，権利譲渡 ・実施

許諾などの名目で国際的に取引するものを指す。

これは当然，技術輸出と技術輸入とがあり，近年

は産業活動の国際化の進展により世界の技術貿易

額は増加を続けている。主要国はどこも技術貿易

額は輸出 ・輸入とも近年ほど急速に増加 している

が，国によるアンバランスも加速されている。

 もっとも劇的な伸びを見せているのは米国の輸

出であり，輸入 も増えてはいるが出超はますます

拡大 している。輸出入の規模がアメリカに次いで

大 きいのは日本である。 日本の技術貿易 の特徴

は，大巾な入超になっていることだ(「 日銀統計」

による)。フランス ・ドイッも入超であるが，イギ

リスは過去20年 間出超であり，90年 前後が僅か

に入超となった。日本は，イギリスに対 して出超

だが，米国を始あフランス ・ドイッに対 して入超
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表3 研究開発イ ンプ ッ ト指標の主要5ヶ 国比較(人 文 ・社 会科 学を含む)
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である。 しか し日本の場合，1975年 から比較す

ると85年 頃まで急速 に入超 を改善 し続 けてき

た。その後は横這い状況だが，入超の程度は小さ

くなっている。

 日本の技術貿易の輸入国は圧倒的に米国だが，

次いでヨーロッパであり，輸出国はアジアと北 ア

メリカが多 く他 に僅かだがアフ リカ，南 アメ リ

カ，オセアニアがある。アジアへの輸出の大 きい

のは韓国，中国， タイの順である。国別順位でい

うと1位 米国，2位 韓国，3位 中国，4位 タイ，5

位イギリスと続 く。(1989年 度頃より)。

 技術導入件数を見ると，米国の優位性はさらに

高まる。 日本が1993年 度に導入 した技術の相手

国は， アメ リカ1985件 で全体の65.5%を 占め

ている。次いでイギ リスの6.4%で あり，フラン

ス， ドイツと続 く，導入業種は圧倒的に電子計算

機のソフ トウエアであり，導入件数の約半分にあ

たる。次いでハー ドウエア，半導体，原子力，医

薬品となっている。

 技術輸出額が多いのは，自動者，通信 ・電子 ・

電気計測器 ・電気機械器具，医薬品である。輸入

より輸出の多い産業 は，輸送用機械，鉄鋼，窯業，

建設業である。

 このように技術貿易は，地域別，国別，産業別

の一般の貿易特性 と異なっており，アンバランス

と時系列的変化が特徴である。入超 といい，先進

国依存といい，日本の往時の貿易構造の影が見え

か くれする。研究開発成果の方向性を探 るのに1

っ の指 標 とな り得 るだ ろ う。

4.総 合的評価

 研究開発投資が活発なのは，何といって も米国

であるが，日本 もいまや第2位 に位置し，GDP比

も大 きい し伸 びも速 い。経済大国の名にふさわ し

く，研究開発大国 といえる。そしてその研究費は，

民間の産業が大部分を負 っているのが日本の特徴

である。1985年 以降， とくにこの産業部門の伸

びが大 きい。

 他方，研究開発のアウ トプットを見ると，特許

出願件数の旺盛な伸長をはじあとして，世界に発

表される論文の シェアなど，着実に増大 してい

る。技術貿易については，世界におけるアメリカ

の優位は卓抜 したものであり， 日本 はまだ，輸出

より先進国からの輸入が多い。 しかしこの出超の

程度 も1985年 頃より小さくなり，輸出と輸入は

接近 してきた。それゆえ，インプットの増加が，

多かれ少なかれアウ トプットの増加をもたらして

いるように見える。とくにこのような投資的なイ

ンプットは，それが成果をもたらすには時間がか

かるものであり， このような懐妊期間を考えに入

れるのが常である。

 しかしながら， 日本の研究開発費支出と研究者

数の規模か らして， このようなアウトプットの水

準は他の国と比べてインプットに見合 ったものだ

ろうか。



 国 際 比 較 を お こ な うた あ に，表3に お いて 人 文

社 会 科 学 を 含 め た 研 究 費 を1992年 で 比 較 し よ

う。 日本 で は13.9兆 円 の 支 出 だ が ，為替 レー ト換

算 で これ は米 国 の0.7倍 ， ドイ ッの2.2倍 ， フ ラ

ンス の3.5倍 ， イ ギ リスの5.0倍 に あ た る。 これ

を購 買 力 平 価 換 算 に す る と， 米 国 の0.5倍 ， ドイ

ッ の2.0倍 ， フ ラ ン ス の2.8倍 ， イ ギ リス の3.7

倍 と な る。 初GNP比 も5ヶ 国 中 ， 最 大 の2.97%

で あ る。 いず れ に しろ， ア メ リカ に次 ぐ研 究 開 発

大 国 と いえ る。

 購 買 力 平 価 換 算 の 研 究 費 の 方 が 単 調 に伸 びて い

るの で ，1982-92年 の10年 間 の増 加 倍 率 を表3

で比 較 しよ う。 日本 が2.1倍 で あ るが ，米 国 はL5

倍 ， ドイ ッ は1.7倍 ，フ ラ ンス は1.7倍 で あ る。イ

ギ リス は1985-92年 に っ い て1.2倍 で あ る が，

日本 の 同期 間 の倍 率 は，1.6倍 で あ る。 日本 の研

究 費 の伸 び は， 群 を抜 い て い る こと が わ か る。

 一 方 ，研 究 者 数 の規 模 と伸 び も，表3に あ る よ

う に同 様 の傾 向 が あ る。 日本 の研 究 者 数 の み専 従

換 算 を して い な いが ，OECDの 換 算 方 法 を用 い る

と，1994年 に っ い て実 数64.1万 人 が 専 従 換 算 で

52.7万 人 とな り82.2%と な る。 第3表 の米 国 と

比 較 す る と，1989年 にお いて ，約2倍(米 国 は 日

本 の2倍 の人 口)を と って も米 国 を下 廻 る こ とに

な る。 しか し， 日本 は， ドイ ツ， フ ラ ンス， イ ギ

リ ス の 約2.5倍 か ら3.6倍 に あ た る。 さ ら に，

1989-92年 の伸 び率 を算 出 す る と， 日本 は16%

増 で あ る の に対 して ， フ ラ ン スは14%増 ， イ ギ

リス は9%減 で あ る。 日本 の 研 究 者 数 に は国 防 研

究 関 係 が 少 い こ とや ， 研 究 の 間 接 部 門 従 事 者 が 少

い こ とな ど特 殊 事 情 はあ るが ， 規 模 の 大 きい こ と

と伸 び の 大 き い こ と は 確 か で あ る。 ち な み に

1982-92年 間 の研 究 者 数 の増 加 倍 率 は1 .5倍 で

あ り， 人 口千 人 当 りで は331人 か ら481人 へ 増

加 した。

 イ ンプ ッ ト指 標 に対 して， ア ウ トプ ッ ト指 標 は

部 分 的 で あ り国 際 比 較 をす る のが 難 しい。 日本 で

は， 特 許 件 数 が 多 くて 伸 びの 大 き い のが 特 徴 で あ

るが， 賞 や論 文 の分 野 で は， 研 究 者 数 を 考 慮 に入

れ る と米 国 は もち ろん，先 発 の ドイ ツ，フ ラ ンス，

イ ギ リスに も遅 れ を と って い る。 ま た， 技 術 貿 易

で は， ドイ ツ， フ ラ ンス， イ ギ リス同様 ， 日本 も
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米国に対 して大巾な出超となっている。というこ

とは，基礎研究 も応用開発研究 も，主要5ヶ 国の

間で日本は効率が良 くないということになる。日

本 は経済成長 と同様，先進研究開発国に追 いつき

追い越せを目標に，カネとヒトを注ぎ込んだ。 し

かしその割にはアウトプットにまだ反映されてい

ないようだ。 もちろん今後，アウトプットは伸び

るだろうが，インプットに対す る生産性は急に上

昇する兆 しは見えない。それでは何が阻害要因 と

なっているのだろうか。

(1)研 究 の マ ネ ジ メ ン トが 下 手

 研 究 で あ れ 開 発 で あ れ， カ ネ や ヒ トを じ ゃ ぶ

じゃぶ使 え ば成 果 が 出 る とい う もの で はな い 。 そ

れ な りの マ ネ ジメ ン トが必 要 で あ る。 科 学 技 術 の

分 野 だ け で は な い が 日本 で は， 成 果 を評 価 す る こ

と に あ ま り重 き を お か な い し， 成 果 を長 期 的 に見

る傾 向が あ る。 長 期 的 と い うの は， や り直 しが き

く しフ レキ シ ブ ル に運 用 で き るが ， プ ラ ス ・マ イ

ナ ス を 相 殺 し， プ ロ セ ス を 軽 視 す る と い うデ メ

リ ッ トが あ る。

 (2)タ テワリで交流が少 い

 日本の研究開発は，特定の分野 に集中 してい

る。基礎研究は化学，物理学，工学であり，応用

分野 としてはハイテクが強い。 しかし日本の研究

開発大国 としての規模か らすれば， もっとまんべ

んなく発達 して もよい。 タテワリでなく裾野の広

いことによって，頂上を高 くすることができる。

各領域内の交流と，理工系以外の人的交流 も重要

である。出身キャリアに関わ らず，感性を発揮す

るような機会が増えればいい。

 (3>研 究補助サービスが遅れている

 日本の場合，研究者に対する研究補助者の割合

が低いし，時を追 って下が っている。とくに会社

などの民間の研究機関で，その傾向が顯著であ

る。これはちょうど，研究費支出が増加 した時期

と見合っている。例えば欧米では，研究者が手を

下 さずにすむコンピューター ・サービスなどのシ

ステムが確立 しているのに， 日本では自前でやら

ねばならない。 これは，各領域への参入障壁を高
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く して ， タ テ ワ リを助 長 す る。 ま た， 専 門 サ ー ビ

ス の市 場 化 を阻 害 す る。

 (4)製 造大企業の研究開発投資はアウ トプット

   に見合 っているか?

 研究費や研究人材 は，民間部門でこの15年 ほ

どとくに伸びが大 きい。そして，製造業の電機 ・

電子 ・化学などの分野でとくに著 しい。 このよう

な企業では，何故 このような莫大な研究投資をす

るのだろうか。近年の不況下では，企業の收益は

減少 し， リス トラの必要に迫 られ，人減 らしに追

われている。 さすがに1993-4年 の研究費支出は

停滞気味であるが，研究者は増え続けている。政

府主導 なのか，どのような勝算があってのこと

か，いまひとっわからない。

(5)重 工主義の時代か?

 日本の研究開発は，国防費を除いても殴米 と異

なり，民間依存が大 きい。 しか しいま，政府の科

学技術予算は再び増え出 している。 とくに 「資源

のない日本」，「理工系離れ」，「モノづ くりの大切

さ」などのキャッチフレーズがマスコミにおいて

も飛び交 っている。 しかし， このように製造業に

偏 った科学技術振興は果 してどこまで有用なの

か。脱工業化やソフト経済化への産業構造の転換

に，巾広 く役立っような多彩さが必要なのではな

いだろうか。

(6)国 の垣根は低 くなる時代

 本稿では，国際化時代の日本の位置を確かめる

ために，国別比較をひんぱんにおこなった。 しか

しいまや，国が単位で行動する領域 は狭まってき

ている。特許などでも， 日本人が外国で，また外

国人が日本で出願する割合が増えている。企業も

個人 も，多国籍的活動が増大しているし，今後 は

益々そうなるだろう。国境にこだわらない， しか

しながら地域の特性を活かした研究人材マネジメ

ントが，一層，重要 となるだろう。
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